
 

                        農林水産省就業体験実習実施要領 

 

                       １ ４ 農 人 第 １ ９ １ ７ 号 

                                      平 成 １ ５ 年 １ 月 ３ １ 日 

                       農林水産省大臣官房秘書課長通知 

一部改正   平 成 １ ６ 年 ２ 月 １ ６ 日 

一部改正      平 成 １ ８ 年 １ １ 月 ２ ２ 日 

一部改正   平 成 ２ １ 年 １ １ 月 ２ ０ 日 

一部改正   平 成 ２ ３ 年 ４ 月 ２ ６ 日 

一部改正   平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 ６ 日 

一部改正   平 成 ２ ６ 年 １ 月 １ ０ 日 

一部改正   平 成 ２ ７ 年 １ ０ 月 １ 日 

一部改正   平 成 ３ １ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

一部改正   令 和 ２ 年 ４ 月 ２ ３ 日 

一部改正   令 和 ３ 年 ３ 月 ２ ４ 日 

 

（趣旨） 

  第１ この要領は、大学（短期大学を含む。）、大学院その他の教育研修施設（以下「大

学等」という。）の学生を対象として、農林水産省において就業体験実習（以下「実

習」という。）を行う場合における当該実習の期間、実施方法、実習生の資格要件、

募集方法、服務、その他必要な事項を定めるものである。 

 

（実習の目的） 

 第２ 本実習は、大学等の学生を農林水産省において就業体験を行わせることにより、

学生の学習意欲を喚起し、高い職業意識を育成するとともに、農林水産業、農山漁村

及び農林水産行政に対する理解を深めてもらうことを目的とする。   

    

（実習の実施機関） 

  第３ 実習の実施機関は、農林水産本省の内局（大臣官房（統計部を除く。）、大臣官

房統計部、本省の局及び政策統括官並びに農林水産技術会議事務局をいう。）及び外

局（林野庁本庁及び水産庁本庁をいう。）（以下「本省」という。）、植物防疫所、

那覇植物防疫事務所、動物検疫所、農林水産政策研究所、地方農政局、北海道農政事

務所並びに森林管理局とする。 

                                                           

（実習の期間） 

 第４ 実習の期間については、次のとおりとする。 

（１）実習の期間は、原則として、毎年、２月から４月まで又は７月から９月までの一

週間以上一ヶ月間以下の期間とし、具体的な日程については、実習生を受入れる部

署の実情により実習実施機関の長が決定する。 

（２）実習生は、実習が開始された日から実習が終了する三日前までの間、実習の期間

の延長の申出を行うことができる。 



 

（実習生の資格要件） 

  第５ 実習生は、原則として大学等の学生であって、大学等が意欲、成績、人物、素行

等に優れ、服務規律等を遵守することが確実であるとして推薦した者とする。また、

実習を希望する学生が海外に所在する大学等の学生である場合に限り、大学等の推薦

は不要とする。 

 ただし、次のいずれかの事項に該当する者は、実習生となることができない。 

①  日本国籍を有さない者 

② 正当な事由なくして大学等を休学している者  

                               

（実習生の募集及び決定等） 

  第６ 実習生の募集及び決定等については、次のとおりとする。 

  (１) 農林水産省は、インターネット等を通じて実習生を募集する。 

 （２) 実習希望者は、大学等の就職担当部局等に申し出るものとする。 

 （３）大学等の就職担当部局等は、実習に参加させるものとして推薦する学生をとりま

とめ、本省の実施分については大臣官房秘書課長に、植物防疫所、那覇植物防疫事

務所、動物検疫所、農林水産政策研究所、地方農政局、北海道農政事務所及び森林

管理局の実施分については各実習実施機関の長に提出する。  

 （４）農林水産省は、大学等の推薦に基づき、受入れる実習生を選考、決定し大学等に

通知する。当該学生への結果の通知は各大学等において行う。ただし、実習を希望

する学生が海外に所在する大学等の学生である場合に限り、実習実施機関の長は、

当該実習を希望する学生に直接結果を通知するものとする。 

    

   (５) 実習生は、実習開始前に服務規律等の遵守にかかる誓約をしなければならない。  

（６）大学等の定める実習制度の適用上、当該大学等と覚書を交わす必要がある場合に

は、本実施要領及び別に定める実施細則の範囲内で、大臣官房秘書課長と各大学の

総括責任者との間で覚書を交わすことができるものとする。 

 

（実習の実施方法等） 

  第７ 実習の実施方法等は、次のとおりとする。 

  （１）国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号。）第１００条に基づき、実習の内容

は、農林水産行政上漏えいすると重大な影響を与える情報等秘匿性の高い情報（以

下「秘密情報」という。）を扱うものとなってはならない。また、秘密情報に接し

得る状況に実習生をおいてはならない。 

  （２）実習生個人毎に指導員を置き、実習生の指導及び助言に当たらせる。 

  （３）指導員は、実習生に対する実習計画書を作成し、実習の適正かつ効果的な実施に

努めるものとする。 

  （４）実習生は、指導員の助言のもとに当該課における補助的な行政事務に従事するこ

ととする。         

  （５）実習生は、実習期間終了の後、実習内容に関する報告書を作成し、実習実施機関

の長に提出することとする。 

                                          



 

 （実習生の服務等の取扱い） 

  第８ 実習生の服務等の取扱いは、次のとおりとする。 

 （１）実習期間中、実習生は国家公務員としての身分は保有しないが、実習期間中にお

ける服務については、原則として農林水産省の職員の服務に準ずるものとし、また、

指導員の指導・監督等に従わなければならない。 

  （２）実習生は、農林水産省における実習活動中に知り得た情報（公開されているもの

を除く。）の取扱いについては、指導員の指示に従わなければならない。実習終了

後においても、同様とする。 

  （３）実習の欠務は正当な事由がある場合以外はこれを認めないこととする。やむを得

ず欠務する場合は事前に指導員に申し出ることとする。なお、正当な事由による場

合であっても、２日以上欠務した場合、実習を打ち切ることができるものとする。 

  （４）実習生としてふさわしくない行為があったときは、実習を打ち切ることができる

ものとする。 

  （５）実習生の懲戒、賠償等に関する最終的な責任は、大学等で負うものとする。 

 

（実習の打切りについて） 

第９ 実習の打切りについては、次のとおりとする。 

（１）農林水産省は、新型コロナウイルス感染省の影響拡大等を踏まえ、実習を継続す

ることが適切でないと判断した場合及び第８（３）並びに（４）に該当する場合の

外、実習生がこの実施要領に従わない場合その他実習を継続し難い事由が生じた場

合は実習を打切ることができるものとする。 

（２）農林水産省は、実習を打切った場合は速やかに実習生の所属大学等にその旨を通

知するものとする。 

 

（省内 LAN システムの利用） 

第 10 実習生の省内 LAN システムの利用は、次のとおりとする。 

 （１）実習生は、実習期間中、省内 LAN システムの電子掲示板へは一切アクセスしては

ならない。 

 （２）実習生は、実習期間中、各部局等ごとにアクセス権限が設定されている共有フォ

ルダへは、アクセスしてはならない。ただし、実習生は、実習生ごとに用意された

作業用フォルダにアクセスすることができる。なお、各部局等の共有フォルダに保

存されている電子データを作業用フォルダに複製・移送等する場合には、指導員の

指導の下に行わなければならない。 

 

（実習に係る費用負担） 

  第 11 実習生の実習のために要する費用の一切は、実習生個人又は大学等の負担とす

る。また、農林水産省は実習生に対し、一切の手当を支給しない。 

 

（実習中の事故等に伴う災害補償） 

第 12 実習中の事故等に伴う災害補償については、次のとおりとする。 

  （１）大学等又は実習生は、原則として、学生教育研究災害傷害保険及びインターンシ



ップ等賠償責任保険その他の傷害保険（以下「保険」という。）に加入しなければ

ならない。 

  （２）実習生が実習期間中実習により傷害を負った場合は、実習生の加入する保険によ

り補償する。 

  （３）実習生が農林水産省又は第三者に損害を与えた場合は、法令に従って処理し、保

険により補償する。 

  （４）上記（１）及び（２）に基づく保険の利用などに関する必要な手続きは、大学等

が行うものとする。ただし、実習生が海外に所在する大学等の学生である場合に限

り、当該実習生が保険の利用などに関する必要な手続きを行うことができる。 

 

（実習成果の公表） 

  第 13 実習生が実習の成果として論文等を外部へ発表する場合には、事前に実習実施機

関の長の承認を受けなければならない。 

 

（その他） 

  第 14 この要領に定めのない事項であって、当該実習に必要な事項等については、次の

とおりとする。 

  （１）この要領に定めるもののほか、当該実習の実施に関し必要な事項は、本省の実施

分については大臣官房秘書課において、植物防疫所、那覇植物防疫事務所、動物検

疫所、農林水産政策研究所、地方農政局、北海道農政事務所及び森林管理局の実施

分については各実習実施機関において別に定める。 

  （２）この要領等に定めのない事項及びこの要領に関し疑義が生じた事項については、

大臣官房秘書課、実習実施機関、大学等、実習生及びその他の関係者が協議して決

定するものとする。 

 

 第 15 各実習実施機関の長が独自に実習を企画及び実施する場合には、当該実習実施機

関において、この要領を参考として、実習に関する規程を定めることができることと

し、規程を定めた場合には、これを秘書課に報告するものとする。 



 

本省における農林水産省就業体験実習生の募集、決定等について 

                  

平成１５年１月３１日 
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一部改正    平成２３年４月２６日 

一部改正  平成２７年４月１７日 

一部改正  令 和 ２ 年 ４ 月 ２ ３ 日 

一部改正  令 和 ３ 年 ３ 月 ２ ４ 日   

                                                    大 臣 官 房 秘 書 課 

                                                                             

（実習生の募集） 

 第１ 実習生の募集は、次により行う。 

 （１）各実習実施機関の長は、実習生の受入れについて、受入れ可能な課室名、期間、人

数、実施業務等につき別紙様式１にとりまとめ、大臣官房秘書課長へ報告する。 

 （２）大臣官房秘書課長は、各実習実施機関の報告をとりまとめた後、速やかに、大学等

及び学生に対して、インターネット等を通じて、実習の実施を通知する。 

 （３）大学等の就職担当部局等は、実習に参加させるものとして推薦する学生を別紙様式

２にとりまとめ、被推薦者毎に別紙様式３の個人調書を添付して、大臣官房秘書課長

に提出する。ただし、海外に所在する大学等の学生が実習を希望する場合に限り、学

生が直接、大臣官房秘書課長に提出する。 

  

（実習生の決定等） 

 第２ 実習生の決定は、次により行う。 

 （１）大臣官房秘書課長は、各実習実施機関の受入れ可能人数、学生の希望等を勘案し、

各実習実施機関の長に対して、推薦する学生の一覧及び当該学生の作成した個人調書

を送付する。 

 （２）各実習実施機関の長は、大臣官房秘書課長の推薦に基づき、受入れの可否を決定す

る。この際、実習を実施する課の長による面接を行うことができる。 

 実習実施機関の長は、決定後速やかに、実習生の受入れ先等につき大臣官房秘書課

長まで報告することとする。 

 （３）大臣官房秘書課長は、各実習実施機関の長の報告を受けて、別紙様式４により速や

かに大学等へ、受入れ可能な学生の氏名及び実習を実施する課室等（以下「受入課等」

という。）を通知する。当該学生への結果の通知は、各大学等において行うこととす

る。ただし、実習生が海外に所在する大学等の学生である場合に限り、大臣官房秘書

課長は、当該学生に直接結果を通知するものとする。 

 （４）実習生は、実施要領第６の（５）に規定する誓約については、別紙様式５による誓

約書に署名し、大臣官房秘書課長に提出することとする。 

         

（実習の実施に係る留意すべき事項） 



 第３ 実習の実施方法等は、次のとおりとする。 

 （１）実習実施機関の長は、実習を実施する課の長に、その所属職員（原則として課長補

佐クラス）のうちから指導員を指名させる。 

 （２）指導員は、別紙様式６により実施要領第７の（３）に規定する実習計画書を実習開

始前日までに実習実施機関の長まで提出するものとする。 

 （３）実習生は、実習期間終了後２週間以内に、実習内容に関する報告書（１，０００字

程度）を作成し、指導員を経由して実習実施機関の長に提出することとする。 

 （４）指導員は、実習終了後、速やかに実習の結果について別紙様式７により実習実施機

関の長に報告することとする。 

 （５）各実習実施機関の長は、実習終了後、実習の結果について別紙様式８にとりまとめ

大臣官房秘書課長に報告する。 

 （６）実習に必要な机、椅子、パソコン等の事務用品は実習実施機関において準備し、実

習生に供与する。                                                  

 （７）指導員は、実施要領第 10 の趣旨を踏まえ、実習生が省内 LAN システムを適正に利

用できるよう措置するとともに、実習生を指導・監督しなければならない。 

（８）実習時間は午前９時４５分から午後５時１５分（以下、「定時という」。）までと

し、このうち午後０時から午後１時までは休憩時間とする。なお、例外的に定時以外

にも若干の実習を行うことがある。 

 

（実習の期間の延長の取扱い） 

第４ 実施要領第４の（２）に基づく実習の期間の延長については、次のとおりとする。 

（１）各実習実施機関の長は、実習生から実習の期間の延長の申出があり、受入課等とし

て延長して受け入れることができると判断したときは、速やかに大臣官房秘書課長に

連絡する。 

（２）（１）により、実習の期間の延長の申出について連絡を受けた大臣官房秘書課長は、

速やかに実習の期間の延長の申出を行った実習生が所属する大学等に連絡し、当該期

間の延長についての可否の判断について伺いを立てるとともに、受入延長を行う期間

が実習生が加入する保険（実施要領第 12 に定める保険をいう。）の保険期間内であ

ることを確認する。ただし、実習生が海外に所在する大学等の学生である場合に限り、

当該実習生が確認し大臣官房秘書課長へ報告する。 

（３）大臣官房秘書課長は、（２）において行った実習の期間の延長の可否の判断等を総

合的に勘案し、当該延長の可否について決定するものとする。 

（４）大臣官房秘書課長は、（３）の結果について、速やかに各実習実施機関の長及び当

該実習生の所属する大学等に連絡するものとする。 

（５）（３）において、実習の期間の延長について「可」と判断したときは、大臣官房秘

書課長、各実習実施機関の長等は、パソコンの貸出期間の延長等必要な手続を取るこ

ととする。 

 

（実習結果の報告） 

 第５ 各大学等は、大臣官房秘書課長に、実習の結果の報告を求めることができる。 

 

 



（特例的な取扱い） 

 第６ 本実施細則第１及び第２の定めるところにかかわらず、実習生の募集及び決定等

に関しては、大学等の事情に基づいて異なる取扱いを定めることができる。  

                                                                             


